
 

平成２０年度第１回広島市うつ病・自殺予防対策推進協議会会議要旨 

 

１ 開催日時 

  平成２０年１１月１２日（水）午後６時３０分～午後８時３０分 

 

２ 開催場所 

   広島市役所本庁舎１４階第７会議室 

 

３ 出席者 

(1) 委員（五十音順） 

尼崎委員、井之川委員、岡田委員、岡本委員、倉永委員、栗尾委員、高本委員、坪田委員、 

西田委員、樋口委員（副会長）、守田委員、山内委員、山脇委員（会長）（１３名） 

 (2) オブザーバー 

広島県健康福祉局保健医療部健康対策課長、広島県立総合精神保健福祉センター地域支援課長

（広島県立総合精神保健福祉センター所長代理）、鎗田労働衛生コンサルタント事務所長（３名） 

 (3) 事務局（市） 

健康福祉局次長、健康福祉局障害福祉部長、健康福祉局精神保健福祉センター所長、健康福祉

局精神保健福祉センター次長、健康福祉局健康福祉企画課長、健康福祉局精神保健福祉課長、

健康福祉局精神保健福祉センター相談課長、健康福祉局保健医療課保健予防担当課長、企画総

務局市民相談センター所長、市民局消費生活センター主幹（消費生活センター所長代理）、教育

委員会育成課主幹（育成課長代理）、教育委員会給食保健課長、教育委員会指導第二課長、教育

委員会指導第二課生徒指導担当主任指導主事（生徒指導担当課長代理）（１４名） 

 

４ 会議次第 

 (1)  うつ病・自殺対策推進計画にかかる事業・取組の実施状況について 

  (2)  「自殺対策シンポジウムひろしま 2008」の開催結果について 

 (3)  その他 

 

５ 公開・非公開の別 

  公開 

 

６ 傍聴者 

  なし 

 

７ 会議資料名 

 (1)  資料１ 我が国・広島市の自殺の現状、自殺対策加速化プラン 

  (2)  資料２ 「広島市うつ病・自殺対策推進計画」に掲げる新規重点事業等の実施状況 

  (3)  資料３ 「自殺対策シンポジウムひろしま 2008」の開催結果について 



８ 会議要旨 

発 言 者 発     言     要     旨 

事務局 （資料１により、全国及び広島市における自殺の現況、並びに国における対策の

動向について説明。資料２により、広島市におけるうつ病・自殺対策推進計画に

かかる事業・取組の実施状況について説明。） 

山内委員 厚生労働省の統計では、広島市における昨年の自殺者数は 33 人・15％程度増えて

おり、増加率が全国よりも高い。対策を協議していたにもかかわらず、かえって

歯止めがかからなかったことに忸怩たる思いがある。要因の分析はどうか。 

精神保健福祉課長 自殺対策の効果が表れるには、ある程度のタームが必要である。フィンランドで

自殺が減ったのも、対策が始まって 7 年 8 年経ってからである。なお、広島市に

おける自殺率は他の政令市に比べて低かったが、その要因の一つに、完全失業率

が政令市の中で最も低かったことがあると考えている。裏づけのデータがなく、

推測で申し訳ないが、若干広島市の雇用関係に翳りがあるといったところが影響

しているのかと思う。 

山内委員 ということは、昨年はマツダさんをはじめとしてまだ景気が良かったが、今年は

景気が悪く、リストラや倒産が相次いでいるので、今年から来年にかけてはもっ

と悪い数字が出てくる可能性がある。市民の方にも、危機感というか、広島市に

赤信号が点っているという意味合いのメッセージが必要ではないか。 

高本委員 平成 19 年の自殺者数の増加要因は、この時期の経済状況がまだまだ良かったこと

から、失業率が増えたことではないと思う。 

岡本委員 さらに過去の自殺者数を教えて欲しい。自殺者数の変動が景気変動に依存すると

いうのはセオリーとして言われている話であり、もしかすると当たっているかも

しれない。 

精神保健福祉課長 広島市における自殺者数は、平成 14 年が 213 人、平成 15 年が 222 人、平成 16

年が 211 人、平成 17 年が 213 人、平成 18 年が 230 人であった。平成 15 年が若

干多いものの、平成 19 年が最も多くなっている。 

健康福祉企画課長 要因分析といえるものではないが、全国平均の数字との比較を紹介する。 

原因・動機別では、健康問題が全国平均と同様の 6 割強である。経済問題は、全

国平均の 31.5％に対し 22.9％と少し低い。勤務問題は、全国平均の 9.5％に対し

12.8％と少し高い。 

職業別では、無職者が全国平均の 57.4％に対し 57.1％とほぼ同じである。被雇用

者・勤め人が全国平均の 27.7％に対し 31.5％と若干高い。逆に、自営業者が割合

としては若干低い。 

年代別では、30 歳代が全国平均の約 15％に対し 18％強と少し高い。60 歳代以上

が全国平均の 36.6％に対し 32.2％と若干低い。 

山脇会長 各々に個別性があり、複合的な要因で起こっているため、なかなか分析は難しい

と思うが、自殺者数が増え、かなり深刻な状況となっているのは事実である。各

分野で、行政だけでなく、関係団体のネットワークをフルに活用して、さらに増

えるのを具体的にどう防ぐのかということを喫緊にやらなければならない。 

坪田委員 計画策定の段階では、児童・生徒のことが一番話題になったが、産業保健関係で

は、教職員のメンタルヘルスがいろいろ問題にあがってきている。学校の教職員

に対するメンタルヘルス対策が少し弱いのではないかと思っている。 



発 言 者 発     言     要     旨 

給食保健課長 教職員の休職者の数は横ばいという状況であるが、その中で精神疾患が原因で休

職している割合は増えている。2 年前に設置した教職員課の服務健康管理担当の所

管事項であるが、産業医、医師会と連携をとりながら、産業医の活動や学校安全

衛生委員会等を通じての対策の充実に向け、検討を進めている。 

山脇会長 先ほどの、失業率との関連にも通じるが、職場と家庭と地域というキーワードで

全体として解決していく必要がある。医師会の会議においては、かかりつけ医、

産業医と精神科の連携をとれる仕組みを早く作らないと、適切な対応に至らない

という厳しい意見があった。予算などの課題はあるが、モデル地域を設定し、職

場から産業医を経由して、家庭からかかりつけ医を経由して精神科医にアクセス

し、早く、適切な治療を受けられるような仕組みを築こうということになった。

守田委員 資料２の５ページ、自殺予防センターについては、国が地域自殺予防情報センタ

ー事業を創るものの、内容がまだはっきりしていないので、対応できていないと

いうことか。もし国の補助がとれるのであれば、ここで議論した自殺予防センタ

ーが、実際に広島市でもできるのかという思いがある。もう少し詳しく説明して

欲しい。また、7 ページ、学校の専門家チームの派遣については、小中高へ指導の

手引きを配ったということだが、説明になっていない気がする。検討の状況を説

明して欲しい。 

精神保健福祉課長 国の地域自殺予防情報センター事業については、まだ概算要求の段階なので、制

度の概要がほとんど見えていない状況である。予算を単純に予定されている箇所

で割ると、１自治体当たり１３０万円くらいになるが、自殺対策調整員を配置す

る人件費を含め詳細がまだ示されていないため、手を付けられないということで

ある。また、協議会で審議いただいた自殺予防センターと本当に重なるものなの

かも分からないので、見極めをさせていただきたい。 

生徒指導担当 ＣＲＴ（危機対応チーム）など専門家チームの派遣、その体制作りについては、

まだ具体的な検討に入っていない。想定としては、山口県において、スクールカ

ウンセラー、教育の指導主事等を学校等に派遣して緊急対応等をしている。指導

の手引きには、そういった緊急対応チームを学校がベースになってどう編成して

いくか、マニュアルを示しているということである。 

倉永委員 山口県のＣＲＴは、精神科医である精神保健福祉センターの所長が中心になって

やっている。広島市は教育の部門だけで考えているのか。 

生徒指導担当 まだ具体的な検討に入っていない。現在、国がＣＲＴのマニュアル等を作ってい

るので、それらの情報も踏まえながら検討していきたい。 

倉永委員 スクールカウンセラーの活用事業については、各学校に１名、週１回平均で行っ

ているスクールカウンセラーを活用するのか。別枠でカウンセラーを任命して、

自殺予防や残された家族のケアに当たることにする方が良いと思う。積極的、建

設的な方向で検討して欲しい。 

山脇会長 今いる人に、さらにこれもやりなさいという仕組みでは、具体的な進展につなが

るとはあまり思えない。自殺は複雑な問題を抱えているので、完璧にということ

は無理だとは思うが、具体的な一つ一つの取組を、制限をクリアしながら整理し

ていくことが大切だと思う。 

岡本委員 自殺者数について、緊急性があるかどうかを判断するために、本当に増えている

かどうかをもう少し正確に知りたい。警察庁と厚生労働省が出す数字が多少違っ

ても誤差範囲で揺れているものなのか。もし厚生労働省の調査が正しくて、それ

が警察の数値で裏付けられるとすれば、確かに増えているということになるかと

思う。緊急性をアセスメントする場合には、もう一つ裏づけをとっておいた方が

安全だと思う。 



発 言 者 発     言     要     旨 

健康福祉企画課長 警察の調査は、平成１９年から原因・動機を３つまで挙げられることになり、原

因・動機別の計が実数と合わなくなったため、計の欄に人数を入れていないが、

確認したところ、本市と府中町等を含めた自殺者の総数は２９８名とのことであ

り、警察が出す数字の上でも増えているという状況にはなっている。 

精神保健福祉課長 資料１の補足説明であるが、広島市の自殺の現状というところで、平成１８年、

１９年の比較で「健康問題」が急に増えたのは、原因・動機を３つにしたからと

いうだけではなく、「その他」が７６から１１に落ちているように、広島県警の分

類では、いわゆるうつ病については、平成１８年までは「その他」に分類されて

いたものを、平成１９年は「健康問題」として分類したということもあるようで

ある。 

山脇会長 数字に関しては、全国的な調査も含めて、もう少しマルチな評価があってもいい

と思うので、今後ともデータを収集・分析して欲しい。統計の方法や誤差の範囲

であれば、ことさら大きく言えば逆に不安をあおることになるが、傾向としては

やはり増えている。このため、増やさない、減らすための対策として、マスコミ

を含め、効果的なメッセージを発信する方法を提言いただければありがたい。 

資料２の５ページ、多重債務問題への対応の説明では、法律専門家への引継ぎが

９割増えているとのことであり、これにより自殺者が実際にどれだけ減ったかと

いうデータはなかなか出しにくいと思うが、来所された方の多くが法律専門家に

引き継がれたというのは、ネットワーク化やそれぞれの当事者の目に触れる窓口

などが効果的だったということではないかと思う。 

倉永委員 精神科医療の現場では、最近、うつ病の患者さんの受診率は増えているのか。 

山脇会長 受診率の客観的なデータはないが、開業医も含めどこも混んでいる状況であり、

急速に増えているのではないか。普及啓発の効果で受診し易くなったというのも

あると思う。また、うつ病そのものも増えていると思うが、中には、本当にうつ

病なのかという自称うつ病や、なかなか治らない難治性うつ病が増えているのも

事実である。 

倉永委員 治療は医師にお任せするが、医師のところに繋ぐのが我々の仕事・役割である。

受診率が増えていることは、実際にはなかなか精神科の受診に繋がらないのを、

頑張って「受診した方がいいよ」と説得することが功を奏していると考えて良い

のか。その点だけで言えば、受診率が増えているのなら、この方向で行けば良い

と思う。 

精神保健福祉課長 精神障害等の通院医療の受診件数がだいたい１年間に 1,000 件弱増えていること、

疾患の中でもうつ病の割合が高くなっていることからすれば、うつ病の受診者は

増えているのではないかと推察している。これは地対協の専門委員会を設置した

理由でもあるが、アンケート調査の結果を見ても、かかりつけ医へ受診される方

が多く、高齢になるに従いその割合が高くなる。それを専門科医にどうつなぐか

が課題であり、かかりつけ医と精神科医の連携のシステムづくりと、その成果を

どう計るのかについて、委員会で検討していくことにしている。 

井之川委員 医療機関においては、「私達のことは放っておかれており、もう死になさいと国は

言っているようなものだから、受診は月に１度のところを３か月に１度にしてい

いでしょう」「ジェネリック、ジェネリックと言って、医療費を抑制しようとして

いるのだから、もう私たちは治療しなくてもいいでしょう」といった高齢者の声

をたくさん聞く。実際問題として、開業医では受診抑制が起こっているし、医療

費の抑制も起こっている。このように、医療政策の誤り・失敗のために国民の心

の健康度が低下しているから、うつ病の前段階の人、自殺の前段階の人も増えて

いるのではないかと思う。例えば、いのちの電話の相談件数は増えているか。 



発 言 者 発     言     要     旨 

樋口副会長 件数は増えているが、実際に取れる件数には限りがある。取れる台数が増えれば、

もっともっと前段階の方からの相談も受けられると思う。なお、いのちの電話の

統計では、死にたいという気持ちを持って訴えてこられる方は、女性がかなり多

い。実際には男性の方が多く自殺されていることからすれば、男性は訴えたり愚

痴を言ったりしないで死んでしまう、女性は訴える中で、我々と話す中で、少し

思いとどまれたり、光が見えたりしているのかなと理解している。だから、誰か

が側にいて支えていけるというようなことがもっとしっかりなされないと、予防

にはつながっていかないのではないかと実感している。 
井之川委員 後期高齢者医療制度が始まって、年間 2,200 億円の社会保障費削減が行われてお

り、件数が増えたことは全然不思議ではない。また、学校現場では、安全衛生委

員会ひとつするのにも、それを上に報告するのにも、先生の時間をすごく取って

おり、一生懸命にする先生ほど本当に疲弊されているのを感じる。以前より全然

余裕がなく、これでは一人一人の生徒と充分に向き合ってはおられないのではと

感じる。 
給食保健課長 先ほど、横ばいだと説明したのは、病気休暇に含まれる、精神的なものでお休み

の先生の人数のことである。しかしながら、学校現場では、一人一人の先生が非

常に忙しく、子供ときちんと向きあう時間がない状況にあるので、教育委員会と

しては、２年前に服務健康管理担当課長というポストを設置するとともに、超勤

縮減プロジェクトとして、先生方の退出勤のデータを取ってパソコンで管理し、

例えば調査ものはまとめてやる等、一丸となって縮減方策を検討しているところ

である。その結果を発表できる段階にはないが、そういう取組もしていることは

承知いただきたい。 
山脇会長 資料３の「自殺対策シンポジウムひろしま２００８の開催結果」を簡単に報告し

ておく。９月２８日に西区民文化センターで開催したところ、参加者が４７７名

と、満席に近かった。アンケートの結果も、基本的には非常に好評であったと聞

いている。市民や関係者の方々に多数参加いただいたことから、このような認識

を持たないといけないという危機感は、市民レベルでも普及していると実感する

とともに、市民の関心を自殺者数減少という効果に具体的にどうつなげるのか、

との課題を突きつけられているようにも感じた。 
広島市の各関連部署においては、計画に基づくうつ病・自殺対策の推進にかなり

の労力を割いており、それなりに評価することはできるが、最終的な評価は努力

に対してではなく、数に対してなされるものである。予防的な施策、医療へのア

クセス、既遂・未遂のハイリスク者のフォローアップ、遺族へのケア、連鎖反応

への対応などの具体的な取組を同時に進行していかなければ数字につながらな

い。本日の説明はひとつの結果報告にすぎないので、何か提案があれば、発言い

ただきたい。 
西田委員 非正規雇用の教師が多く、生徒にも教師にも色々な問題が生じているというよう

なことを聞く。広島市の財政状況が厳しいことは理解しているが、次代を担う子

どもにかかる予算は減らして欲しくないと思う。 
給食保健課長 正確なところは教職員課でないと答えられないが、義務教育の教員は、広島県の

県費職員であり、全国枠等の配置も広島県が差配している。単市で配置できない

のかと言えば、現在、少人数学級を単市で進めてはいるが、非正規枠ということ

で少し課題がある。ご指摘は、非正規雇用の教員では指導が安定しないという趣

旨だと思うが、教育委員会としても十分承知している。 
山脇会長 この協議会でできたような横断的なネットワークを効果的につなげていくこと

で、少なくとも増やさない、できれば早期に減少に向かっていくようにできれば

と思う。より具体的な取組の実行に向け、アイデアがあれば提案いただきたい。



発 言 者 発     言     要     旨 

山内委員 我々マスコミの役割も大きいとは思うが、例えばピンクリボンのような、自殺に

関しても、一人一人が予防の主役になるのだという宣言、意志を表示するような

ものを考えてみてもいいと思う。自分自身も、見た人も理解する契機になるし、

それほどお金もかからないと思う。 

山脇会長 自殺対策の場合、その独特の背景から立ち上がりにくいが、自死遺族やうつ病で

苦しんでいることの体験が語られる、又は、そういう意志の表示につながるキャ

ンペーン的なもの、市民レベルで盛り上がるという動きですね。 

井之川委員 広島市の救急医療が行き詰ってきている現状を踏まえ、広島市医師会が立ち上が

り、広島市の予算でセンターを設置し、広島市医師会の勤務医、開業医で運営し

ていくこととなった。内科が主となり、眼科も入れる方向で来年４月の開設に向

けて進行中である。このような、例えば、いのちの電話をもっと発展させる、そ

のための資金は行政が出す、というようなものがあればいいと思う。 

山脇会長 行政でできるのは仕組みづくりであり、実現の一番のパワーになるのは一人一人

ということである。そういうメッセージが発信できるような戦略や仕掛けがあれ

ば、マスコミ等を通じてのキャンペーンとして広がり、孤独に苦しむ人たちが少

しでも救われる。そのようなアイデアがあったらぜひ提言いただきたい。 

健康福祉企画課長 今年度、あと１回はこの協議会を開催したいと考えている。 

会長が言われたようなアイデアや意見等があれば、随時、事務局へお寄せいただ

きたい。 

山脇会長 以上で、協議会を終了する。 

 


















































